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熊本県告示第１０８６号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１３条の規定により指定介護療養型医療施
設の指定の辞退があったので、同法第１１５条の規定により公示する。 

第１１８６６号 

平成 21 年 12 月 11 日(金)

（毎週 火･金発行） 

 告  示 
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  平成２１年１２月１１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

施設の名称及び開設の場所 開設者の名称 指定を辞退する日 

社会福祉法人聖嬰会 イエズスの

聖心病院 

熊本市上熊本二丁目１１番２４号

社会福祉法人聖嬰会 平成２１年１２月１日 

 
 
熊本県告示第１０８７号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホームケアひかり 

菊池市隈府９９９ 

有限会社かまや 平成２１年１２月１日

 （特定福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホームケアひかり 

菊池市隈府９９９ 

有限会社かまや 平成２１年２１月１日

 
 
熊本県告示第１０８８号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 （介護予防福祉用具貸与） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホームケアひかり 

菊池市隈府９９９ 

有限会社かまや 平成２１年１２月１日

 （特定介護予防福祉用具販売） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

ホームケアひかり 

菊池市隈府９９９ 

有限会社かまや 平成２１年１２月１日

 
 
熊本県告示第１０８９号 
 漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１２９条第３項の規定により平成２１年１２月
１１日付けで遊漁規則の変更を認可したので、同条第７項の規定により次のとおり公示す
る。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１ 漁業権者の名称及び住所 
  菊池川漁業協同組合 
  山鹿市南島１２８８番地の２ 
２ 漁業権の免許番号 
  内共第１号 
３ 変更の内容 
   菊池川漁業協同組合第五種共同漁業に関する内共第１号共同漁業権遊漁規則第２条、 
 第３条、第４条、第５条、第７条及び別記様式２号を次のとおり変更する。 
 （漁業料の納付義務等） 
 第２条 この漁場の区域内において遊漁しようとする者は、あらかじめ組合に申請し、 
  第６条第１項の遊漁料を同条第２項の方法により納付しなければならない。 
 ２ 前項の規定による申請は第６条第１項第１号に規定する遊漁の場合には口頭で、同 
  項第２号で規定する遊漁の場合には、あらかじめ遊漁対象水産物、漁具漁法、遊漁期 
  間等の内容を記載した別記様式第１号の遊漁承認申請書を提出するか又は口頭で組合 
  の承認を受けなければならない。 
 ３ 組合は前項の申請があった場合には、当該遊漁の承認により当該水産動植物の採捕 
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  に著しい支障があると認める場合を除き、当該申請を承認するものとする。 
 （漁業の方法） 
 第３条 次の表の（ア）欄に掲げる漁業は、それぞれ（イ）欄の漁業の方法により（ウ）

欄の統数の範囲内において（エ）欄の区域及び（オ）欄の期間中でなければ遊漁して
はならない。 

 （ア） 

 漁業の名称 

 （イ） 

漁業の方法 

   （ウ） 

  統   数 

 （エ） 

 区 域 

     （オ） 

    期   間 

竿釣  制限しない ６月１日～１２月３１日 

投網・刺網 

四つ手網 

刺網１統５０ｍ以内 

１人２統以内 

（夜間燈火使用禁止）

  〃 

 

７月１５日～１２月３１日

あゆ漁業 

 

縄場 

筌やな 

１人１ヶ所 

３００ヶ所以内 

指定箇所 ８月１日～１２月３１日 

竿釣 竿釣１人３本以内 制限しない １月１日～１２月３１日 

投網・刺網 

四つ手網 

刺網１統５０ｍ以内 

１人２統以内 

  〃 ７月１５日～翌年２月末 

待たぶ     〃 １月１日～１２月３１日 

こい漁業 

はえ縄 ３０ｍ以内 

１人３本以内 

   〃    〃          〃 

竿釣 竿釣１人３本以内    〃    〃     〃 

投網・刺網 

四つ手網 

刺網１統５０ｍ以内 

１人２統以内 

   〃 ７月１５日～翌年２月末 

はえ縄 ３０ｍ以内 

１人３本以内 

   〃 １月１日～１２月３１日 

うなぎ築石 １人３ヶ所以内    〃    〃     〃 

うなぎてぼ １人１０本以内    〃    〃     〃 

はえ（おい 

かわ）、う 

なぎ、ふな、 

うぐい、か 

まつか、て 

ながえび、 

すっぽん、 

わかさぎ 

   漁業 
えび玉すく

い 

    〃    〃     〃 

もくずがに 

   漁業 

筌つき刺網 

竹棚使用 

１人１ヶ所 指定箇所 ８月１日～１１月３０日 

やまめ漁業 竿釣  制限しない ３月１日～９月３０日 

 ２ 次の表に掲げる区域では、竿釣以外の漁法で水産動植物を採捕することはこれを禁 
  止する。 

 河川名            区      域    期 間 

 上内田川 山鹿市菊鹿町吉原砂防ダム下流端から吉原堰上流端までの

区域 

１月１日～ 

１２月３１日

山鹿市鹿北町椎持麻生橋上流端から下流８００ｍまでの区

域 

山鹿市鹿北町椎持板曲橋上流端の上流５０ｍから下流２５

０ｍまでの区域 

 岩野川 

山鹿市舞鶴橋上流端から下流５００ｍまでの区域 

 

１月１日～ 

１２月３１日

 ３ 次の表に掲げる区域では、第１項のあゆ漁業以外の投網で、網目８分目（１２．５ 
  ｃｍ）以上での採捕については、第１項の期間にかかわらず同表の期間とする。 

河川名        区     域    期    間 

菊池川 白石堰上流端の下流２００ｍから河口までの区域 １月１日～１２月３１日 

  ４ 刺網、船刺網の勢子は１名とする。ただし、勢子は組合員又は第２条第３項により 
  承認された遊漁者に限る。 
 ５ えさ付かごを使用して、もくずがにを採捕することは、これを禁止する。 
 ６ 刺網の使用は、５００名を限度とする。 
 （漁具の制限） 
 第４条 次の表の左欄に掲げる漁業では、それぞれ右欄に掲げる規模または大きさの漁 
  具を使用してはならない。 

    （ア）漁業の名称     （イ）漁具の規模または大きさ 

あゆ漁業 投網            網目 １ｃｍ未満のもの
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 刺網・四つ手網    網目 ２ｃｍ未満のもの

こい漁業 投網       網目 ２ｃｍ未満のもの

刺網・四つ手網  網目 ７ｃｍ未満のもの

ふな・てながえび・はえ（おいかわ） 

うぐい・かまつか漁業 

投網       網目 １ｃｍ未満のもの

刺網・四つ手網  網目 １ｃｍ未満のもの

  （放流種苗保護のための制限） 
 第５条 漁業の区域及び期間については、第３条の規定にかかわらず、次の表の（ア） 
  欄に掲げる河川の（イ）欄の区域内において（ウ）欄に掲げる期間中水産動物を採捕 
  してはならない。 

 （ア） 

 河川名 

               （イ） 

              区   域 

          （ウ） 

        期   間 

山鹿大堰堤より下流５０ｍまで ４月１日より５月３１日まで 

七城町橋田堰堤より下流５０ｍまで       〃 

 〃 加恵堰堤より下流５０ｍまで             〃 

 〃 菰入堰堤より下流５０ｍまで             〃 

菊池市長清堰堤より下流５０ｍまで             〃 

 〃 菊池堰堤より下流５０ｍまで             〃 

立門取水堰軸より上流５０ｍ下流６５ｍまで １月１日より１２月３１日まで

菊池渓谷九電第５発電所取水堰より上流          〃 

白石堰上流端の上流１２０ｍから下流２００

ｍまでの区域 

            〃 

山鹿市岩野川吐合右岸に設置した標柱と左岸

の志々岐に設置した標柱を結んだ線から下流

１０００ｍまでの区域 

            〃 

菊池川 

菊池市清水橋上流端から菰入堰上流端までの

区域 

            〃 

七城町新田堰堤より下流５０ｍまで ４月１日より５月３１日まで 

 〃 荒野堰堤より下流５０ｍまで           〃 

 〃 辺田堰堤より下流５０ｍまで           〃 

 迫間川 

 

 

 竜門ダム軸より上流４００ｍ及び下流１６０

ｍ 

１月１日より１２月３１日まで

山鹿市寺島堰堤より下流５０ｍまで ４月１日より５月３１日まで  岩野川 

 〃 甲原堰堤より下流５０ｍまで           〃 

上内田川 鹿本町梶屋堰堤より下流５０ｍまで           〃 

 （遊漁承認証） 
 第７条 組合は、第２条第３項により申請を承認したときは、別記様式２号の遊漁承認 
  証及び刺網・船刺網には遊漁承認帽（以下「遊漁承認証」という。）を遊漁者に交付 
  するものとする。 
 ２ 遊漁者は、遊漁する場合には遊漁承認証を携帯し、漁場監視員の要求があったとき 
  は、これを提示しなければならない。 
 別記様式２号 
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４ 変更後の遊漁規則の施行の日 
  平成２１年１２月１１日 

 
 
熊本県告示第１０９０号 
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により指定居宅サー
ビス事業者を次のとおり指定したので、同法第７８条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （短期入所療養介護） 

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

社会福祉法人聖嬰会イエズスの聖

心病院 

熊本市上熊本二丁目１１番２４号

社会福祉法人聖嬰会 平成２１年１２月１日 

 
 
熊本県告示第１０９１号                                                         
  介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により指定介護予防
サービス事業者を次のとおり指定したので、同法第１１５条の１０の規定により公示する。 
    平成２１年１２月１１日                                                       
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
  （介護予防短期入所療養介護）                                                      

事業所の名称及び所在地 事業者名 指定年月日 

社会福祉法人聖嬰会イエズスの聖

心病院 

熊本市上熊本二丁目１１番２４号

社会福祉法人聖嬰会 平成２１年１２月１日 

 
 
熊本県告示第１０９２号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同法第４９条及び
中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年
法律第３０号）第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第５５条に
おいて準用する同法第４９条の規定により施術者を次のとおり指定したので、生活保護法
第５５条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関す
る法律第１４条第４項においてその例によるものとされた生活保護法第５５条の２の規定
により告示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（施術者〔柔道整復師〕） 

 施術所名称    施術者     施術所所在地  指定年月日 

体心整骨院  氏家 崇博 八代市田中町４９１番地１ 平成２１年１２

月２日 

 
 
熊本県公告第１０９３号 
 障害者自立支援法（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により指定障害
福祉サービス事業者として次の者を指定したので、同法第５１条の規定により公示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    

事業所の名称及び所 

在地 

事業者の名称、主 

たる事務所の所在

地及び代表者の氏

名 

指定年月日 事業所番号 サービスの

種類 

あいえす ヘルパー

ステーション 

熊本市貢町７８０番

地８ 

特定非営利活動法

人 自立応援団 

熊本市貢町７８０

番地８ 

福島 貴志 

平成２１年 

１２月１日 

4310100757 居宅介護・

重度訪問介

護 
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熊本県告示第１０９４号  
  熊本県少年保護育成条例（昭和４６年熊本県条例第３０号）第７条第１項の規定により
少年に有害な興行として平成２１年１２月３日次のように指定したので、同条第２項の規
定により公示する。 
    平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

  種 別      題       名 指  定  理 由

有害指定 

映画 

   

 

隣の三十路妻 不倫のとりこ（新日本） 

三十路銀行員 極太狂い（新日本） 

ハメ狂う巨乳妻（新東宝） 

裸身の裏顔 ふしだらな愛（オーピー） 

Ｍの呪縛（新東宝） 

絶倫老年 舐めねばる舌（オーピー） 

触る女 車内で棒さぐり（新東宝） 

美人外交員 巨乳で誘惑（オーピー） 

すけべ団地妻 奔放な下半身（新東宝） 

援交ルポライター 性欲のおもちゃ（オーピー） 

熟女乱交 獣のあえぎ（新東宝） 

浮気相姦図 のけぞり逆愛撫（オーピー） 

  著しく性的感

情を刺激し、少

年の健全な育成

を阻害するおそ

れがある。 

 
 
熊本県告示第１０９５号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の
促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第４項
においてその例によるものとされた生活保護法第４９条の規定により指定医療機関を次の
とおり指定したので、生活保護法第５５条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及
び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてその例によるものとされ
た生活保護法第５５条の２の規定により告示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（医科） 

  医療機関名称       医療機関所在地   指定年月日 

放射線科・内科まき 

たクリニック 

八代市竹原町１４３９番地２ 平成２１年１１月

１８日 

（歯科） 

  医療機関名称       医療機関所在地   指定年月日 

アップル歯科クリニ

ック 

玉名市築地字下原８２２番地１ 平成２１年１０月

１日 

（薬局） 

  医療機関名称       医療機関所在地   指定年月日 

サン薬局 益城店 上益城郡益城町大字馬水８０４番３ 平成２１年１１月

１７日 

 
 
熊本県告示第１０９６号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第
４項においてその例によるものとされた生活保護法第５０条の２の規定により次の指定医
療機関から変更の届出があったので、生活保護法第５５条の２及び中国残留邦人等の円滑
な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてその例に
よるものとされた生活保護法第５５条の２の規定により告示する。  
  平成２１年１２月１１日 
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                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（医科） 

変 更 事 項 
  医療機関名称 

旧 新 

   変更年月日 

所 在 地  熊本光洋台病院 

宇城中央病院 熊本光洋台病院 

平成２１年１０月

１日 

（歯科） 

変 更 事 項 
  医療機関名称 

旧 新 

   変更年月日 

名   称  熊本光洋台病院 

宇城中央病院 熊本光洋台病院 

平成２１年１０月

１日 

名   称 

山崎歯科医院 やまさき歯科医院 

所 在 地 

 やまさき歯科医院 

 

  

球磨郡湯前町中里２

８３１番地 

球磨郡湯前町中里２

８４８番地２ 

平成２１年１０月

１３日 

 

 

 
 
熊本県告示第１０９７号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第
４項においてその例によるものとされた生活保護法第５０条の２の規定により次の指定医
療機関から事業の廃止の届出があったので、生活保護法第５５条の２及び中国残留邦人等
の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてそ
の例によるものとされた生活保護法第５５条の２の規定により告示する。  
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（医科） 

  医療機関名称       医療機関所在地   廃止年月日 

桑原医院 宇城市小川町小川２６番地３  平成２０年１２月

 ３１日 

小山医院 荒尾市荒尾１４８０番地  平成２１年９月 

 ３０日 

（歯科） 

  医療機関名称       医療機関所在地   廃止年月日 

山本歯科医院 玉名郡長洲町長州１２６７番地  平成２１年５月 

 ２４日 

平井歯科医院 玉名郡南関町関町１２８１番地２  平成２１年９月 

 ２日 

（薬局） 

  医療機関名称       医療機関所在地   廃止年月日 

生田薬局 天草市河浦町宮野河内１２６５番地２  平成２１年９月 
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   ３０日 

 
 
熊本県告示第１０９８号 
 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び中国残留邦人等の円滑な帰
国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号）第１４条第
４項においてその例によるものとされた生活保護法第５０条の２の規定により次の指定医
療機関から事業の休止の届出があったので、生活保護法第５５条の２及び中国残留邦人等
の円滑な帰国の促進及び永住帰国後の自立の支援に関する法律第１４条第４項においてそ
の例によるものとされた生活保護法第５５条の２の規定により告示する。  
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
（医科） 

  医療機関名称       医療機関所在地   休止年月日 

松本医院 天草市牛深町２５２５番地  平成２１年１０月

 １日 

 
 
熊本県告示第１０９９号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２９条の規定により次の森林を保安林予定森林 
にする旨農林水産大臣から通知を受けたので、同法第３０条の規定により告示する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林予定森林の所在場所 熊本県下益城郡美里町安部字園田１００３番１、１００ 
 ４番、１００５番、１００８番、１００９番１、１００９番３、１０１３番、１０１４ 
 番、字境石１０１６番、１０２０番、１０２２番、１０２８番から１０３０番まで、１ 
 ０３１番１、早楠字内平２３７５番、２４１９番、２４２９番 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１） 立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字園田１００４番・１００５番・１００８番・字境石１０２８番から１０３０番 
   まで・字内平２３７５番（以上７筆について次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２） 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県宇城地域振興局並びに美里町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第１１００号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２１年１２月１１日から６０日間、熊本県土木部道路保全課にお
いて一般の縦覧に供する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 

備 考

主要地方道 菊池赤水線 菊池郡大津町大字矢護川字古閑屋敷 

          ３２９番地先から 

同所 

          ４６３番地先まで 

   140.0 単道改

（改築

による

拡幅）

２ 供用を開始する期日 平成２１年１２月１１日 
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熊本県公告第６５５号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

菊池郡菊陽町大字久保田字中原２９８７番の一部 
１３６．０５平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
熊本市鶴羽田町１１８３番地２ 
株式会社ＩＦオリーブ 

 
 
熊本県公告第６５６号 
  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第４０条の２第１項の規定により、平成
２１年度上半期の熊本県公営企業（電気事業、工業用水道事業及び有料駐車場事業）の業
務の状況を次のとおり公表する。 
    平成２１年１２月１１日 
                                                熊本県知事 蒲 島  郁  夫 
 
 
 
 
                          業  務  状  況  説  明  書 
 
 
 
 
               平成２１年度上半期 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自  平成２１年４月 １日 
至  平成２１年９月３０日 

 
 
 

熊本県企業局 
 
 
 
 
 

目    次 
 
 
 
 
     電 気 事 業    …………………………………   １０ページ 
                                                 
 
 
     工業用水道事業    …………………………………   ２０ページ 
 
 
 
     有料駐車場事業    …………………………………   ２８ページ 

 公  告 



 平成21年 12月 11日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８６６号 10 

 
              熊本県電気事業業務状況 
 
 熊本県電気事業の平成２１年度上半期（平成２１年４月１日から平成２１年９月３０日
まで）における業務状況は、次のとおりである。 
 
 
 
                        目         次 
 
 １ 事業の概況  …………………………………………………………… １０ページ 
 
  （１）電力の供給状況について  ……………………………………… １０ページ 
 
  （２）電力料金について  ……………………………………………… １２ページ 
 
  （３）修繕及び改良工事等について  ………………………………… １３ページ 
 
  （４）職員数について  ………………………………………………… １３ページ 
 
  （５）条例等の制定、改廃について  ………………………………… １３ページ 
 
  （６）開発調査について  ……………………………………………… １３ページ 
 
 ２ 経理の状況  ……………………………………………………………  １３ページ 
 
 ３ 平成２０年度決算の状況  …………………………………………… １４ページ 
 
 
１ 事業の概況 
 

平成２１年度上半期における水力発電供給電力量は、１０４，０７７，９９６ｋＷｈ
となり、当期の目標供給電力量１５６，４９３，０００ｋＷｈに対し６６．５％の達成
率となった。また、電力料金収入は、１，０４８，９３９，４９３円となり、当期の目
標料金収入額１，１０３，９７５，２５０円に対し９５．０％の達成率となった。これ
は、降雨量が平年（企業局発電所運転開始後の平均）と比べて約６割と極めて少なかっ
たことが影響して、発電量が伸びなかったためである。 

  風力発電供給電力量は、６１６，３００ｋＷｈであり、当期の計画供給電力量１，３
５３，８９４ｋＷｈに対し発電量が伸びず、４５．５％の達成率となった。 

   
 （１）電力の供給状況について 
   上半期各月の電力の供給状況は、次のとおりである。 
   なお、本県の電気事業は、水力発電は電気事業法に基づき、平成７年に電力会社と
  電力受給に関する基本契約を締結した「みなし卸電気事業」と、その後に発電を開始
  した「卸供給事業」に区分される。 
   また、風力発電については電力会社と電力需給契約を締結しているが、制度上は自
  家用電気工作物による余剰電力扱いとなっている。 
  ア 水力発電 
  （ア）みなし卸電気事業 

発 電 所

月 区 分 藤 本 市房第一 市房第二 緑川第一 緑川第二 笠 振 小 計

目標(kWh) 7,335,000 3,629,000 882,000 5,520,000 3,244,000 416,000 21,026,000

４ 実績(kWh) 4,168,012 1,823,207 235,207 3,815,004 2,582,954 230,100 12,854,484

達成率(%) 56.8 50.2 26.7 69.1 79.6 55.3 61.1

目標(kWh) 8,119,000 5,042,000 895,000 5,816,000 3,077,000 443,000 23,392,000

５ 実績(kWh) 2,153,526 2,839,966 249,252 2,692,116 1,808,264 134,700 9,877,824

達成率(%) 26.5 56.3 27.8 46.3 58.8 30.4 42.2

目標(kWh) 8,235,000 5,643,000 825,000 8,773,000 3,272,000 478,000 27,226,000

６ 実績(kWh) 4,532,610 1,793,684 221,699 5,082,039 2,473,082 207,500 14,310,614
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達成率(%) 55.0 31.8 26.9 57.9 75.6 43.4 52.6

目標(kWh) 9,844,000 7,726,000 1,131,000 11,486,000 3,936,000 578,000 34,701,000

７ 実績(kWh) 9,824,444 7,675,434 1,320,574 11,848,577 4,081,668 676,300 35,426,997

達成率(%) 99.8 99.3 116.8 103.2 103.7 117.0 102.1

目標(kWh) 7,796,000 5,049,000 654,000 7,055,000 3,550,000 407,000 24,511,000

８ 実績(kWh) 6,105,330 4,671,576 662,312 5,119,762 3,203,994 415,700 20,178,674

達成率(%) 78.3 92.5 101.3 72.6 90.3 102.1 82.3

目標(kWh) 7,219,000 4,196,000 646,000 6,773,000 3,453,000 461,000 22,748,000

９ 実績(kWh) 2,294,425 1,930,265 260,801 2,751,404 1,833,348 77,200 9,147,443

達成率(%) 31.8 46.0 40.4 40.6 53.1 16.7 40.2

目標(kWh) 48,548,000 31,285,000 5,033,000 45,423,000 20,532,000 2,783,000 153,604,000

計 実績(kWh) 29,078,347 20,734,132 2,949,845 31,308,902 15,983,310 1,741,500 101,796,036

達成率(%) 59.9 66.3 58.6 68.9 77.8 62.6 66.3
 

 
  （イ）卸供給事業 

発 電 所 水力発電所

月 区 分 菊 鹿 緑川第三 小 計 合 計

目標(kWh) 285,000 97,000 382,000 21,408,000

４ 実績(kWh) 194,600 80,000 274,600 13,129,084

達成率(%) 68.3 82.5 71.9 61.3

目標(kWh) 284,000 152,000 436,000 23,828,000

５ 実績(kWh) 176,600 81,000 257,600 10,135,424

達成率(%) 62.2 53.3 59.1 42.5

目標(kWh) 302,000 176,000 478,000 27,704,000

６ 実績(kWh) 212,200 149,060 361,260 14,671,874

達成率(%) 70.3 84.7 75.6 53.0

目標(kWh) 360,000 261,000 621,000 35,322,000

７ 実績(kWh) 337,100 315,100 652,200 36,079,197

達成率(%) 93.6 120.7 105.0 102.1

目標(kWh) 306,000 199,000 505,000 25,016,000

８ 実績(kWh) 311,600 149,000 460,600 20,639,274

達成率(%) 101.8 74.9 91.2 82.5

目標(kWh) 279,000 188,000 467,000 23,215,000

９ 実績(kWh) 192,600 83,100 275,700 9,423,143

達成率(%) 69.0 44.2 59.0 40.6

目標(kWh) 1,816,000 1,073,000 2,889,000 156,493,000

計 実績(kWh) 1,424,700 857,260 2,281,960 104,077,996

達成率(%) 78.5 79.9 79.0 66.5
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  イ 風力発電   

発電所 全発電所

月 区 分 阿蘇車帰 合 計

計画(kWh) 225,649 21,633,649

４ 実績(kWh) 104,600 13,233,684

達成率(%) 46.4 61.2

計画(kWh) 225,649 24,053,649

５ 実績(kWh) 74,400 10,209,824

達成率(%) 33.0 42.4

計画(kWh) 225,649 27,929,649

６ 実績(kWh) 115,400 14,787,274

達成率(%) 51.1 52.9

計画(kWh) 225,649 35,547,649

７ 実績(kWh) 199,500 36,278,697

達成率(%) 88.4 102.1

計画(kWh) 225,649 25,241,649

８ 実績(kWh) 71,000 20,710,274

達成率(%) 31.5 82.0

計画(kWh) 225,649 23,440,649

９ 実績(kWh) 51,400 9,474,543

達成率(%) 22.8 40.4

計画(kWh) 1,353,894 157,846,894

計 実績(kWh) 616,300 104,694,296

達成率(%) 45.5 66.3
 

 
 （２）電力料金について 

当期の料金収入は、次のとおりである。 
なお、水力発電の九州電力株式会社との電力受給契約における契約料金については、

基本料金及び従量料金（供給電力量に１円／ｋＷｈを乗じたもの）の２部料金制とな
っている。 

   また、風力発電における同社との契約料金は発電量に応じた完全従量制となってお
  り、料金単価は１０．７０円／ｋＷｈである。 

 
 ア 水力発電 
  （ア）みなし卸電気事業 

        基本料金       ８７２，２６８，０００円 （月額145,378,000 円×6月） 

        従量料金        １０１，７９６，０３６円 （従量101,796,036kWh×1円） 

        小    計      ９７４，０６４，０３６円 

        消費税相当額        ４８，７０３，１９９円  

        合    計    １，０２２，７６７，２３５円  
 
  （イ）卸供給事業 

        基本料金         ２２，６４４，０００円 （月額3,774,000 円×6月） 

        従量料金            ２，２８１，９６０円 （従量2,281,960kWh×1円） 

        小    計         ２４，９２５，９６０円 

        消費税相当額         １，２４６，２９８円  
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        合    計         ２６，１７２，２５８円  
 
イ 風力発電 

    従量料金        ６，５９４，４１０円 （従量616,300kWh×10.70円） 

        消費税額          ３２９，７２０円  

        合    計           ６，９２４，１３０円  
 
（３）修繕及び改良工事等について 
   平成２１年度上半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み額） 
                                         （単位：円） 

発電所 工 事 名 工事金額 工 期

緑 川 （改良）緑川第一発電所６ｋＶ・１１ｋＶ 132,195,000 H21.7.15

メタルクラッド取替工事 ～H22.3.19

市 房 （改良）市房第二発電所調速機取替及び水 111,930,000 H21.6.4

車発電機全分解点検工事 ～H22.3.19

笠 振 笠振発電所水圧鉄管外面補修塗装工事（第 3,706,500 H21.9.18

二工期） ～H21.12.25
 

 
（４）職員数について 
  平成２１年度電気事業の職員数は次のとおりである。 
                                                                       （平成２１年９月３０日現在）  

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

局 長 １ ０ ０ １

本 総務経営課 ２６ ０ １ ２７

うち、荒瀬ダム対策室 （９） （０） （０） （９）

庁 工 務 課 １１ ０ ０ １１

発 電 総 合 管 理 所 ２１ ４ １５ ４０

計 ５９ ４ １６ ７９
 

 
（５）条例等の制定、改廃について 
  ＜条  例＞ 
      な  し 
 
   ＜管理規程＞ 
     な  し 
 
（６）開発調査について 
    ・中小水力発電開発：球磨村芋川地点において、河川流量調査を行っている。 

 
２ 経理の状況 
  平成２１年度上半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。 

平成21年9月30日            単位：円

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

営 業 収 益 848,889,975 848,889,975

営 業 外 収 益 8,007,669 8,007,669

特 別 利 益

貸　　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　　方

熊本県電気事業合計残高試算表
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629,090,843 629,449,812 営 業 費 用 358,969

33,114,591 33,114,591 営 業 外 費 用

3,080,000 3,080,000 特 別 損 失

18,488,418,630 18,488,418,630 水 力 発 電 設 備

減価償却累計額（水力） 11,246,979,357 11,246,979,357

440,395,474 440,395,474 業 務 設 備

減価償却累計額（業務） 137,648,165 137,648,165

437,284,882 437,284,882 風 力 発 電 設 備

減価償却累計額（風力） 52,066,675 52,066,675

94,434,520 94,434,520 建 設 仮 勘 定

3,370,254 3,370,254 事 業 外 固 定 資 産

237,489,925 237,489,925 無 形 固 定 資 産

1,672,370,880 1,672,370,880 投 資 及 び 基 金

6,259,494,239 18,108,737,522 現 金 預 金 11,849,243,283

194,322,902 未 収 金 194,322,902

短 期 投 資

815,533 815,533 貯 蔵 品

59,451,000 59,451,000 前 払 金

27,426,000 78,605,000 前 払 費 用 51,179,000  

12,144,000 13,633,640 雑 流 動 資 産 1,489,640

受 託 金

退 職 給 与 引 当 金 155,570,312 155,570,312

1,140,000 修 繕 準 備 引 当 金 274,533,348 273,393,348

渇 水 準 備 引 当 金

一 時 借 入 金

298,267,142 未 払 金 298,267,142

267,694,607 未 払 費 用 267,694,607

28,270,535 預 り 金 86,596,374 58,325,839

雑 流 動 負 債

自 己 資 本 金 9,937,990,311 9,937,990,311

94,826,996 借 入 資 本 金 2,472,160,702 2,377,333,706

資 本 剰 余 金 876,707,828 876,707,828

利 益 剰 余 金 2,425,467,586 2,425,467,586

28,398,380,771 41,185,173,845 合 計 41,185,173,845 28,398,380,771
 

 
３ 平成２０年度決算の状況 
  平成２０年度決算の状況は次の決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分

計算書（案）及び貸借対照表のとおりである。 
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単位：円

１

(1) 2,024,797,706

(2) 336,191

(3) 4,940,086

(4) 11,481,100 2,041,555,083

２

(1) 509,639,613

(2) 211,758,736

(3) 258,651,977

風 力 発 電 電 力 料

負 担 金 収 益

雑 収 益

藤 本 発 電 所

水 力 発 電 電 力 料

金 額

市 房 発 電 所

緑 川 発 電 所

科 目

平成２０年度熊本県電気事業損益計算書
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

営 業 収 益

営 業 費 用
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(4) 70,739,718

(5) 27,905,462

(6) 14,273,100

(7) 390,418,035

(8) 383,904,261

(9) 25,907,079 1,893,197,981

148,357,102

３

(1) 28,596,365

(2) 1,901,875 30,498,240

４

(1) 71,495,138

(2) 86,520

(3) 7,359 71,589,017 △ 41,090,777

107,266,325

５

(1) 36,957,410 36,957,410

６

(1) 28,883,697 28,883,697 8,073,713

115,340,038

8,105

115,348,143

緑 川 第 三 発 電 所

阿 蘇 車 帰 風 力 発 電 所

菊 鹿 発 電 所

笠 振 発 電 所

発 電 総 合 管 理 所

事 業 外 費 用

固 定 資 産 売 却 益

特 別 利 益

一 般 管 理 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 特 別 損 失

特 別 損 失

営 業 利 益

風 力 発 電 附 帯 事 業

当 年 度 純 利 益

経 常 利 益

受 入 利 息

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

雑 収 益

支 払 利 息

 
 

利益剰余金の部 単位：円

Ⅰ

１ 10,020,000

２ 3,820,000

３ 13,840,000

４ 0

Ⅱ

１ 785,590,000

２ 72,560,000

３ 0

当 年 度 末 残 高

利 益 積 立 金

前 年 度 末 残 高

当 年 度 処 分 額

科 目

減 債 積 立 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 繰 入 額

金 額

平成２０年度熊本県電気事業剰余金計算書
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

前 年 度 繰 入 額

当 年 度 処 分 額
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４ 858,150,000

Ⅲ

１ 387,076,312

２ 0

３ 0

４ 387,076,312

Ⅳ

１ 1,064,893,131

２ 0

３ 0

４ 1,064,893,131

2,310,119,443

Ⅴ

１ 76,388,105

２

(1) 3,820,000

(2) 72,560,000

(3) 0

(4) 0 76,380,000

8,105

３ 115,340,038

115,348,143

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

中小水力発電開発改良積立金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 繰 入 額

前 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

当 年 度 純 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

繰越利益剰余金年度末残高

前年度利益剰余金処分額

前 年 度 繰 入 額

当 年 度 処 分 額

建 設 改 良 積 立 金

積 立 金 合 計

未処分利益剰余金

当 年 度 末 残 高

建 設 改 良 積 立 金

前年度未処分利益剰余金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

中小水力発電開発改良積立金

 
 

 

資本剰余金の部 単位：円

Ⅰ

１ 876,070,653

２ 0

３ 0

４ 0

５ 876,070,653

Ⅱ

１ 448,675

２ 0

３ 0

４ 0

５ 448,675

科 目 金 額

補 助 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

受 贈 財 産 評 価 額

当 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高
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,

Ⅲ

１ 188,500

２ 0

３ 0

４ 0

５ 188,500

876,707,828

雑 資 本 剰 余 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

 
 

 

単位：円

１ 115,348,143

２

(1) 11,535,000

(2) 103,810,000 115,345,000

３ 3,143

利 益 剰 余 金 処 分 額

翌 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

平成２０年度熊本県電気事業剰余金処分計算書（案）

科 目 金 額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

 
 

 

単位：円

１

(1)

イ 18,487,798,368

11,246,979,357 7,240,819,011

ロ 440,395,474

137,648,165 302,747,309

ハ 437,284,882

52,066,675 385,218,207

ニ 3,370,254

ホ 94,434,520

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

金 額

資 産 の 部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

科 目

平成２０年度熊本県電気事業貸借対照表
（平成２１年３月３１日）

水 力 発 電 設 備

風 力 発 電 設 備

減 価 償 却 累 計 額

事 業 外 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定
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３

(1)

イ 155,570,312

ロ 274,533,348

ハ 0 430,103,660

430,103,660

４

(1) 298,167,392

(2) 267,694,607

(3) 17,115,015

(4) 0

582,977,014

1,013,080,674

５

(1) 9,937,990,311

負 債 の 部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 準 備 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

渇 水 準 備 引 当 金

流 動 負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

預 り 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

雑 流 動 負 債

負 債 合 計

資 本 の 部

資 本 金

自 己 資 本 金

8,026,589,301

(2)

イ 187,071,563

ロ 43,060,300

ハ 7,358,062

237,489,925

(3)

イ

ロ 1,672,370,880

1,672,370,880

9,936,450,106

２

(1) 6,514,813,560

(2) 188,819,069

(3) 5,503,833

(4) 815,533

(5) 78,605,000

(6) 400,000

6,788,956,995

16,725,407,101

水 力 発 電 設 備

業 務 設 備

無 形 固 定 資 産 合 計

出 資 金

風 力 発 電 設 備

固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

前 払 費 用

雑 流 動 資 産

現 金 預 金

営 業 外 未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

長 期 貸 付 金

営 業 未 収 金

投 資 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計
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(2)

イ 2,472,160,702

2,472,160,702

12,410,151,013

６

(1)

イ 876,070,653

ロ 448,675

ハ 188,500

876,707,828

(2)

イ 0

ロ 858,150,000

ハ 387,076,312

ニ 1,064,893,131

ホ 115,348,143

2,425,467,586

3,302,175,414

15,712,326,427

16,725,407,101

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

中小水力発電開発改良積立金

建 設 改 良 積 立 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

雑 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

借 入 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

補 助 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計

借 入 資 本 金

企 業 債

 

 

 
 
             熊本県工業用水道事業業務状況 
 
 熊本県工業用水道事業の平成２１年度上半期（平成２１年４月１日から平成２１年９月
３０日まで）における業務状況は、次のとおりである。 
 
 
 
                          目         次 
 
 １ 事業の概況   ………………………………………………………… ２１ページ 
 
  （１）給水の状況について  …………………………………………… ２１ページ 
 
  （２）修繕及び改良工事等について  ………………………………… ２２ページ 
           
  （３）職員数について  ………………………………………………… ２２ページ 
        
  （４）条例等の制定、改廃について  ………………………………… ２２ページ 
 
 ２ 経理の状況  ……………………………………………………………  ２２ページ 
 
 ３ 平成２０年度決算の状況  …………………………………………… ２３ページ 
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１ 事業の概況 
 
  有明工業用水道の平成２１年度上半期における受水企業数は１２社で、契約水量は１

４，３０４ｍ３  ／日であった。給水能力に対する契約率は４２．２％で、平成２０年度
上半期に比べ、契約水量は変わらなかったものの、料金収入は、基本使用水量等の減少
により、前年同期比９８．４％となっている。 

  八代工業用水道の平成２１年度上半期における受水企業数は２４社で、契約水量は９， 
 １８８ｍ３  ／日であった。給水能力に対する契約率は３３．７％で、平成２０年度上半

期に比べ、契約水量は変わらず、料金収入は前年同期比１００．１％となっている。 
  苓北工業用水道の平成２１年度上半期における受水企業数は２社で、契約水量は７，

０６０ｍ３  ／日、給水能力に対する契約率は８３．１％であった。契約水量に変更はな
いが、料金収入は超過水量の減少により、前年同期比９９．７％となっている。 

 
 （１）給水の状況について 

有明工業用水道、八代工業用水道及び苓北工業用水道の平成２１年度上半期の契約
水量及び料金収入等の状況は、次のとおりである。 

 
  有明工業用水道 給水能力：３３，８６０ｍ３  ／日 
          契約水量：１４，３０４ｍ３  ／日 （Ｈ２１．９．３０現在） 
          料金：基本使用水量５０円／ｍ３  、超過使用水量１００円／ｍ３ 
 

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

４ １２ 429,120 17,295,106

５ １２ 443,424 18,339,807

６ １２ 429,120 17,748,202

７ １２ 443,424 18,340,700

８ １２ 443,424 18,343,955

９ １２ 429,120 17,754,817

計 2,617,632 107,822,587
 

 
   八代工業用水道 給水能力：２７，３００ｍ３  ／日 
          契約水量： ９，１８８ｍ３  ／日 （Ｈ２１．９．３０現在） 
          料金：基本使用水量３５円／ｍ３  、超過使用水量７０円／ｍ３ 
 

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

４ ２４ 275,640 9,118,616

５ ２４ 284,828 9,398,238

６ ２４ 275,640 9,060,708

７ ２４ 284,828 9,405,483

８ ２４ 284,828 9,575,850

９ ２４ 275,640 9,276,346

計 1,681,404 55,835,241
 

 
  苓北工業用水道 給水能力：８，５００ｍ３  ／日 
          契約水量：７，０６０ｍ３  ／日（Ｈ２１．９．３０現在） 
          料金：基本使用水量５０円／ｍ３  、超過使用水量１００円／ｍ３ 
 

月 受水企業数 契約水量（ｍ ／月） 料金収入（円、消費税込み）３

４ ２ 211,800 11,119,500

５ ２ 218,860 11,490,150
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６ ２ 211,800 11,119,500

７ ２ 218,860 11,490,150

８ ２ 218,860 11,490,150

９ ２ 211,800 11,119,500

計 1,291,980 67,828,950
 

 
（２）修繕及び改良工事等について 
  平成２１年度上半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み額） 
                                                                                     （単位：円）   

事業名 工 事 名 工 事 金 額 工 期

苓 北 都呂々 ダム管理設備修繕工事 57,755,775 H21.9.7

～H22.3.19

有 明 有明工水導水ポンプ場３，４号導水ポン 13,367,550 H21.6.5

プ電動機精密点検工事 ～H21.11.2

八 代 八代工水導水管（松崎地区）漏水補修工 6,657,000 H21.8.26

事 ～H22.2.10
 

 
（３）職員数について 
  平成２１年度工業用水道事業の職員数は次のとおりである。 
                                                                    （平成２１年９月３０日現在） 

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

有明 本庁 次 長 １ ０ ０ １

総務経営課 ３ ０ ０ ３

工 務 課 １ ０ ０ １

八代 ０ ０ ０ ０

苓北 都呂々 ダム管理事務所 ２ １ ５ ８

計 ７ １ ５ １３
 

      ※有明、八代の両浄水場の運転保守業務については、株式会社熊本県弘済会に委託
    している。 
 
（４）条例等の制定、改廃について 
  ＜条  例＞ 
    な  し 
 
  ＜管理規程＞ 
    な  し 

 
２  経理の状況 
 
  平成２１年度上半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。 

熊本県工業用水道事業合計残高試算表

平成21年9月30日            （単位：円）

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

営 業 収 益 285,988,796 285,988,796

営 業 外 収 益 66,820,549 66,820,549

借　　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　　方
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221,669,126 221,756,702 営 業 費 用 87,576

75,831,435 75,831,435 営 業 外 費 用

12,648,470,116 12,648,470,116 工 業 用 水 道 設 備

170,717,997 170,717,997 建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額 3,521,292,129 3,521,292,129

14,548,292,757 14,548,292,757 無 形 固 定 資 産

投 資 及 び 基 金

1,522,323,374 4,643,900,237 現 金 預 金 3,121,576,863

88,337,432 未 収 金 88,337,432

短 期 投 資

3,123,320 3,123,320 貯 蔵 品

7,767,800 7,767,800 前 払 金

4,409,000 4,409,000 前 払 費 用

6,316,204 6,524,733 雑 流 動 資 産 208,529

8,627,000 他 会 計 借 入 金 1,734,828,590 1,726,201,590

退 職 給 与 引 当 金 39,028,635 39,028,635

修 繕 準 備 引 当 金 362,946,438 362,946,438

一 時 借 入 金

18,191,100 未 払 金 18,191,100

35,942,141 未 払 費 用 35,942,141

3,910,307 預 り 金 19,062,445 15,152,138

16,851,338 前 受 金 16,851,338

そ の 他 流 動 負 債

自 己 資 本 金 30,000 30,000

147,086,052 借 入 資 本 金 15,494,295,106 15,347,209,054

資 本 剰 余 金 15,811,882,645 15,811,882,645

8,366,556,556 利益剰余金（－欠損金） 398,925,711 -7,967,630,845

受 託 工 事 金

29,208,921,129 41,016,296,023 合 計 41,016,296,023 29,208,921,129
 

 
３  平成２０年度決算の状況 
  平成２０年度決算の状況は次の決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、欠損金処理
 計算書及び貸借対照表のとおりである。 
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単位：円

１

(1) 440,689,295

(2) 219,124,054

(3) 6,300 659,819,649

２

(1) 386,460,317

(2) 4,595,459

(3) 105,339,040

(4) 345,691,839

(5) 1,738,239 843,824,894

原 水 及 び 浄 水 費

業 務 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

金 額

平成２０年度熊本県工業用水道事業損益計算書
（平成20年４月１日から平成21年３月３１日まで）

配 水 費

受 託 管 理 収 益

雑 収 益

営 業 収 益

営 業 費 用

科 目

給 水 収 益
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184,005,245

３

(1) 6,299,142

(2) 106,227,000

(3) 39,749,771 152,275,913

４

(1) 159,659,737

(2) 3,690,594

(3) 186 163,350,517 △ 11,074,604

195,079,849

195,079,849

7,772,550,996

7,967,630,845

雑 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 損 失

経 常 損 失

雑 収 益

営 業 外 費 用

補 助 金

営 業 外 収 益

受 入 利 息

支 払 利 息

雑 支 出

営 業 損 失

 
 

欠損金の部 単位：円

Ⅰ

１ 7,772,550,996

7,772,550,996

２ 195,079,849

7,967,630,845

資本剰余金の部 単位：円

Ⅰ

１ 8,090,676,421

２ 0

３ 0

４ 3,073,333

５ 8,087,603,088

Ⅱ

１ 2,575,705,312前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

会 社 負 担 金

当 年 度 末 残 高

欠 損 金

国 庫 補 助 金

前 年 度 末 残 高

科 目 金 額

当 年 度 純 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

前 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰 越 欠損 金年 度末残高

金 額

平成２０年度熊本県工業用水道事業剰余金計算書
（平成20年４月１日から平成２1年３月３１日まで）

科 目
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単位：円

１ 7,967,630,845

２ 0 0

３ 7,967,630,845

欠 損 金 処 理 額

翌 年 度 繰 越 欠 損 金

平成２０年度熊本県工業用水道事業欠損金処理計算書（案）

科 目 金 額

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

 

, , ,

２ 0

３ 196,556,745

４ 0

５ 2,772,262,057

Ⅲ

１ 446,990

２ 0

３ 0

４ 0

５ 446,990

Ⅳ

１ 11,541,510

２ 0

３ 0

４ 0

５ 11,541,510

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

受 贈 財 産 評 価 額

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

雑 資 本 剰 余 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

Ⅴ

１ 4,742,140,000

２ 0

３ 100,320,000

４ 0

５ 4,842,460,000

Ⅵ

１ 45,575,000

２ 0

３ 0

４ 0

５ 45,575,000

15,759,888,645

一 般 会 計 補 助 金

当 年 度 末 残 高

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

そ の 他 補 助 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

前 年 度 末 残 高

当 年 度 処 分 額



 平成21年 12月 11日 金曜    熊 本 県 公 報          第１１８６６号 27 

 

単位：円

１

(1)

イ 12,648,145,854

3,521,292,129 9,126,853,725

ロ 170,717,997

9,297,571,722

(2)

イ 14,548,292,757

14,548,292,757

23,845,864,479

２

(1) 1,558,529,525

(2) 88,337,432

(3) 3,123,320

1,649,990,277

25,495,854,756

３

(1) 1,734,828,590

(2)

イ 39,028,635

ロ 362,946,438 401,975,073

2,136,803,663

４

(1) 18,191,100

(2) 35,942,141

(3) 1,483,608

(4) 16,851,338

72,468,187

2,209,271,850

預 り 金

流 動 負 債 合 計

建 設 仮 勘 定

平成２０年度熊本県工業用水道事業貸借対照表
（平成２1年３月３１日）

固 定 負 債

未 収 金

資 産 合 計

負 債 の 部

無 形 固 定 資 産

流 動 資 産

工 業 用 水 道 設 備

固 定 資 産 合 計

金 額

資 産 の 部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

科 目

有 形 固 定 資 産 合 計

工 業 用 水 道 設 備

無 形 固 定 資 産 合 計

修 繕 準 備 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

負 債 合 計

引 当 金

現 金 預 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

他 会 計 借 入 金

５

(1) 30,000

(2)

イ 6,435,841,087

ロ 9,058,454,019

15,494,295,106

15,494,325,106

６

(1)

イ 8,087,603,088

他 会 計 借 入 金

資 本 剰 余 金

借 入 資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 金 合 計

資 本 の 部

借 入 資 本 金

国 庫 補 助 金

企 業 債

資 本 金

自 己 資 本 金
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ロ 2,772,262,057

ハ 446,990

ニ 11,541,510

ホ 4,842,460,000

へ 45,575,000

15,759,888,645

(2)

イ 7,967,630,845

7,967,630,845

7,792,257,800

23,286,582,906

25,495,854,756

受 贈 財 産 評 価 額

会 社 負 担 金

負 債 資 本 合 計

欠 損 金 合 計

一 般 会 計 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計

当年度未処理欠損金

欠 損 金

そ の 他 補 助 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

雑 資 本 剰 余 金

 

 

 

 
 
 
             熊本県有料駐車場事業業務状況 
 
 熊本県有料駐車場事業の平成２１年度上半期（平成２１年４月１日から平成２１年９月
３０日まで）における業務状況は、次のとおりである。 
 
 
 
               目        次 
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１ 事業の概況 
 

平成２１年度上半期における熊本県営有料駐車場の利用状況については、利用台数は
８９，８６２台（対目標比９６．８％）で、料金収入は５５，２９１，６４０円（対目
標比９５．３％）であった。 

郊外の大型ショッピングセンターの立地による中心市街地への買物客減少、また中心
市街地における低価格の新規立体駐車場の増加の影響もあり、利用台数及び料金収入と
もに目標を下回った。 

 
 （１）利用台数及び料金収入について 

平成２１年度上半期各月の利用台数、承認台数及び料金収入の状況は、次のとおり
である。 
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県 営 有 料 駐 車 場 県営第二有料駐車場

月別 目 標 実 績 達 成 率 実 績 備考

利用台数 金 額 利用台数 金 額 台数 金額 承認台数 金額

（台） （円） （台） （円） ％ ％ （台） （円）

４ 14,962 9,307,580 14,274 8,933,760 95.4 96.0 24 242,400

５ 15,204 9,451,390 14,789 9,266,690 97.3 98.0 24 242,400

６ 15,422 9,640,500 15,250 9,300,080 98.9 96.5 24 242,400

７ 16,113 10,162,020 16,834 9,920,780 104.5 97.6 24 242,400

８ 15,709 9,795,950 14,629 9,110,520 93.1 93.0 24 242,400

９ 15,378 9,651,300 14,117 8,759,810 91.8 90.8 24 242,400

計 92,788 58,008,740 89,893 55,291,640 96.9 95.3 144 1,454,400
 

 
（２）修繕及び改良工事等について 
  平成２１年度上半期の主な修繕及び改良工事は、次のとおりである。（消費税込み額） 

（単位：円）

工 事 名 工 事 金 額 工 期

県営有料駐車場雑用水ポンプ修繕工事 189,000 H21.8.13

～H21.10.11

有料駐車場 泡消火設備修繕工事 173,250 H21.7.22

～H21.10.19

有料駐車場 各空調設備点検整備工事 153,300 H21.5.28

～H21.7.21
 

 
 （３）職員数について 
  平成２１年度有料駐車場事業の職員数は次のとおりである。 

（平成２１年９月３０日現在）

区 分 職 員 技能労務職員 嘱 託 計

本庁 総務経営課 １ ０ ０ １

※料金徴収業務については、熊本県セキュリティ協同組合に委託している。  

 
 （４）条例等の制定、改廃について 
  ＜条  例＞ 
    な  し 
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  ＜管理規程＞ 
    な  し 

 
２ 経理の状況 
 
  平成２１年度上半期の経理の状況は、次の合計残高試算表のとおりである。 
 

平成21年9月30日            単位：円

残　　　　高 合　　　　計 勘 定 科 目 合　　　　計 残　　　　高

営 業 収 益 55,936,164 55,936,164

営 業 外 収 益 908,986 908,986

特 別 利 益

15,826,230 15,826,230 営 業 費 用

営 業 外 費 用

1,990,567,229 1,990,567,229 有 料 駐 車 場 設 備

減 価 償 却 累 計 額 463,724,489 463,724,489

5,923,556 5,923,556 建 設 仮 勘 定

148,100 148,100 無 形 固 定 資 産

投 資 及 び 基 金

683,286,802 1,947,671,661 現 金 預 金 1,264,384,859

1,220,552 未 収 金 1,220,552

短 期 投 資

貯 蔵 品

前 払 金

前 払 費 用  

他 会 計 借 入 金

700,815 700,815 雑 流 動 資 産

退 職 給 与 引 当 金 7,348,960 7,348,960

修 繕 準 備 引 当 金 15,311,918 15,311,918

17,174,183 未 払 金 17,174,183

290,029 未 払 費 用 290,029

4,137,582 預 り 金 7,087,982 2,950,400

雑 流 動 負 債

自 己 資 本 金 1,667,583,687 1,667,583,687

借 入 資 本 金

資 本 剰 余 金 46,334,639 46,334,639

利益剰余金（－欠損金） 436,353,489 436,353,489

損 益

2,696,452,732 3,983,659,937 合 計 3,983,659,937 2,696,452,732

貸　　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　　方

熊本県有料駐車場事業合計残高試算表

 

 

 

 
３ 平成２０年度決算の状況 
  平成２０年度決算の状況は次の決算報告書、損益計算書、剰余金計算書、剰余金処分
 計算書（案）及び貸借対照表のとおりである。 
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単位：円

１

(1) 116,514,428

金 額

平成２０年度熊本県有料駐車場事業損益計算書
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

駐 車 料 金

科 目

営 業 収 益
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(2) 3,433,334

(3) 1,033,949 120,981,711

２

(1) 53,402,136 53,402,136

67,579,575

３

(1) 2,989,220

(2) 66 2,989,286

４

(1) 200,000

(2) 1,841,031 2,041,031 948,255

68,527,830

68,527,830

5,621

68,533,451

経 常 利 益

営 業 外 収 益

受 入 利 息

雑 収 益

営 業 外 費 用

雑 支 出

営 業 費 用

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

支 払 利 息

営 業 利 益

有 料 駐 車 場

負 担 金 収 益

雑 収 益

当 年 度 純 利 益

 
 

利益剰余金の部 単位：円

Ⅰ

１ 88,290,000

２ 3,660,000

３ 0

４ 91,950,000

Ⅱ

１ 0

２ 20,000,000

３ 20,000,000

４ 0

Ⅲ

１ 226,440,038

２ 49,430,000

３ 0

４ 275,870,038

367,820,038

前 年 度 繰 入 額

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

積 立 金 合 計

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

建 設 改 良 積 立 金

前 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

減 債 準 備 積 立 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 繰 入 額

平成２０年度熊本県有料駐車場事業剰余金計算書
（平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日まで）

科 目 金 額

利 益 積 立 金

前 年 度 末 残 高

前 年 度 繰 入 額

当 年 度 処 分 額
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Ⅳ

１ 73,095,621

２

(1) 3,660,000

(2) 20,000,000

(3) 49,430,000 73,090,000

5,621

３ 68,527,830

68,533,451

資本剰余金の部 単位：円

Ⅰ

１ 72,800

２ 0

３ 0

４ 0

５ 72,800

Ⅱ

１ 46,261,839

２ 0

３ 0

４ 0

５ 46,261,839

46,334,639

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

翌 年 度 繰 越 資 本 剰 余 金

減 債 準 備 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

繰越利益剰余金年度末残高

当 年 度 純 利 益

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

当 年 度 処 分 額

雑 資 本 剰 余 金

未処分利益剰余金

前 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

前 年 度 利 益 剰 余 金 処 分 額

利 益 積 立 金

金 額

受 贈 財 産 評 価 額

前 年 度 末 残 高

科 目

当 年 度 処 分 額

当 年 度 末 残 高

当 年 度 末 残 高

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

当 年 度 発 生 高

 

 

 

単位：円

１ 68,533,451

２

(1) 3,430,000

(2) 65,100,000 68,530,000

３ 3,451

平成２０年度熊本県有料駐車場事業剰余金処分計算書（案）

科 目 金 額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

建 設 改 良 積 立 金

翌 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

利 益 積 立 金
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単位：円

１

(1)

イ 1,988,206,970

463,724,489 1,524,482,481

ロ 5,923,556

1,530,406,037

(2)

イ 148,100

148,100

1,530,554,137

２

(1) 662,754,458

(2) 1,220,552

663,975,010

2,194,529,147

３

(1)

イ 7,348,960

ロ 15,311,918

22,660,878

４

(1) 17,174,183

(2) 290,029

(3) 4,132,242

21,596,454

44,257,332

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

預 り 金

有 料 駐 車 場 設 備

金 額

資 産 の 部

固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

科 目

建 設 仮 勘 定

平成２０年度熊本県有料駐車場事業貸借対照表
（平成２１年３月３１日）

資 産 合 計

負 債 合 計

未 払 金

未 払 費 用

有 料 駐 車 場 設 備

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

未 収 金

流 動 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

退 職 給 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

負 債 の 部

固 定 負 債

引 当 金

修 繕 準 備 引 当 金

５

(1) 1,667,583,687

(2)

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

資 本 の 部

資 本 金
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イ 0

0

1,667,583,687

６

(1)

イ 72,800

ロ 46,261,839

46,334,639

(2)

イ 91,950,000

ロ 275,870,038

ハ 0

ニ 68,533,451

436,353,489

482,688,128

2,150,271,815

2,194,529,147

他 会 計 借 入 金

減 債 準 備 積 立 金

資 本 金 合 計

資 本 合 計

剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

雑 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

建 設 改 良 積 立 金

利 益 積 立 金

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

借 入 資 本 金 合 計

 
 

 
熊本県公告第６５７号 
 大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定による届出があ
ったので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該届出及び添付書
類を縦覧に供する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地                                        
  スーパーキッド南高江店 
  熊本市南高江二丁目１２番３６号 
２ 大規模小売店舗を設置する者及び当該大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名 
  又は名称及び住所並びに代表者の氏名 
  (１)  設置する者 

名称及び代表者氏名 住 所 

株式会社マエダ開発 

代表取締役 前田勝信 

熊本市八反田二丁目１２番３号 

 (２)  小売業を行う者 

名称及び代表者氏名 住 所 

株式会社アレス 

代表取締役 蒲原晴生 

熊本市楠七丁目８番１０号 

株式会社星辰開発 

代表取締役 上田辰哉 

熊本市長嶺二丁目７番４８号 

有限会社田中屋 

代表取締役 田中美紀子 

上益城郡御船町木倉８３９－２ 

３ 大規模小売店舗の新設をする日 
  平成２２年７月２６日 
４ 大規模小売店舗内の店舗面積の合計 
  １，４３６平方メートル 
５ 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項 
 (１) 駐車場の位置及び収容台数 
        建物南側  ６１台 
 (２) 駐輪場の位置及び収容台数 
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        建物南側  ２３台 
  (３) 荷さばき施設の位置及び面積 
        建物東側  ７８．９平方メートル 
    建物西側  ４２．２平方メートル  計 １２１．１平方メートル 
 (４) 廃棄物等の保管施設の位置及び容量 
        建物東側  ３立方メートル 
    建物西側  ４立方メートル 
    建物西側  ４立方メートル  計 １１立方メートル 
６ 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項 
 (１) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 
        午前１０時から午後１１時まで 
 (２) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 
    午前９時３０分から午後１１時３０分まで 
 (３) 駐車場の自動車の出入口の数及び位置 
        敷地南側    １箇所 
    敷地西側    １箇所  計 ２箇所 
 (４) 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯 
        午前６時から午後６時まで 
７ 届出年月日 
    平成２１年１１月２５日 
８ 届出の縦覧場所及び縦覧期間 
  熊本県商工観光労働部商工政策課 
  平成２１年１２月１１日から平成２２年４月１１日まで 

 
 
熊本県公告第６５８号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

合志市豊岡字群前２４００番１０４ 
４３５．３９平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  合志市豊岡２４００番地１８ 

米山 光広 
 

 
熊本県公告第６５９号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                                熊本県知事  蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 

合志市須屋字三町野２７４２番の一部、同字二本松２７４５番１７１及び里道の一部 
５，２２４．２１平方メートル 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
 熊本市田迎五丁目１４番８号 

中川不動産オフィス 代表者 中川 律 
 

 
熊本県公告第６６０号 
  大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第５条第１項の規定により平成２１
年７月１０日に行われた届出に対し、同法第８条第１項の規定により荒尾市から意見書の
提出があったので、同条第３項の規定により、次のとおりその概要を公告し、当該意見書
を縦覧に供する。 
  平成２１年１２月１１日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
  ホームプラザナフコ荒尾東店 
  荒尾市本井手字下長谷１６２０番３１ほか 
２ 荒尾市の意見の概要 
 (１) 店舗建設については、当市の開発行為の許可が必要になる案件であるが、関係課 
   との事前協議がなされていない状況である。今後の協議しだいでは、店舗配置等や 
   店舗開店予定時期に影響が出る可能性もあるので、早急に関係課との協議を行って 
   いただきたい。 
 (２)  店舗開店後においても、周辺住民等からの生活環境に関する意見、苦情等があっ 
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   た場合は、適切な対応をお願いしたい。 
３  意見書の縦覧場所及び縦覧期間 
    熊本県商工観光労働部商工政策課及び玉名地域振興局総務振興課 
  平成２１年１２月１１日から平成２２年１月１１日まで 

 
 
熊本県公告第６６１号 
 土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９号）第２９条第２項の規定により、同尻土地 
区画整理組合の理事の氏名及び住所を次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

    氏   名           住        所 

 石坂隆一       上益城郡嘉島町大字上島２７１６番地 

 西山和枝       上益城郡嘉島町大字上島２１９４番地 

 下田一夫       上益城郡嘉島町大字上仲間１０７番地 

 森田孝男       上益城郡嘉島町大字上島２１２８番地３ 

 山内明徳       上益城郡嘉島町大字上仲間８５８番地４ 

 山内秀一       上益城郡嘉島町大字上仲間７９９番地 

 鍋田大二郎      上益城郡嘉島町大字上島１３９０番地 

 
 
熊本県公告第６６２号 
 行政書士法（昭和２６年法律第４号）第１４条の規定による処分をしたので、行政書士
法第１４条の５の規定により次のとおり公告する。 
  平成２１年１２月４日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 被処分者 
  氏  名    西 匡之 
  事務所の所在地 熊本市本山町３９１番地 
２ 処分年月日 
  平成２１年１２月４日 
３ 処分内容 
  業務の禁止（行政書士法第１４条第３号） 

 
 
熊本県公告第６６３号 
 肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次の肥料を登録した
ので、同法第１６条第１項の規定に基づき公告する。 
  平成２１年１２月１１日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
 

登録番号 肥料の 

種 類 

肥料の 

名 称 

保証成分量 

 （％） 

その他の規格 生産業者の氏名 

又は名称及び住 

所 

登録した

年月日 

熊本県肥 

第１４３

０号 

蒸製骨

粉 

熊本豚 

骨ラー 

メン蒸 

製骨粉 

窒素全量： 

２．０ 

りん酸全 

量：２３． 

０ 

含有を許され

る有害成分の

最大量及びそ

の他の制限事

項は、公定規 

格のとおり 

小路享之 

熊本県熊本市長

嶺南３丁目４番

６３－５０５号 

 

平成２１

年１２月

３日 

 
 
 
 
 
熊本県行政文書等管理のあり方検討委員会公告第２号 
  第２回熊本県行政文書等管理のあり方検討委員会を次のとおり開催する。 
  平成２１年１２月１１日 
                  熊本県行政文書等管理のあり方検討委員会委員長 米澤 和彦    
１ 開催日時 
    平成２１年１２月２１日（月曜） 

 登載依頼 
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    午後１時３０分から（３時間程度） 
２ 開催場所 
    熊本市水前寺６丁目１８番１号 
    熊本県庁 本館５階 審議会室 
３ 議題 
  課題の整理とその検討 
４ 傍聴者の定員 
    １０人 
５ 傍聴手続 
  (１)  傍聴希望者は、当該会議の会場において受付のうえ、事務局の指示に従い、会議 
   の会場に入ることができる。 
  (２)  会議の傍聴の受付は、会議の開催予定時刻の３０分前から行い、傍聴者の定員を 
      満たした時点又は会議開催予定時刻になった時点で終了する。 
  (３)  傍聴者の決定は、受付先着順とする。ただし、受付開始時点ですでに定員を超え 
      る希望者があった場合は、抽選により傍聴者を決定する。 
６ 問い合わせ先 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県総務部私学文書課（電話０９６－３３３－２０６１） 

 
 
  熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここ
に公布する。 
    平成２１年１２月１１日 
                                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
熊本県人事委員会規則第２４号 
   熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員等の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則（昭和３２年熊本県人事委員
会規則第６号）の一部を次のように改正する。 
 別表第８の医療職給料表（２）昇格時号給対応表中 
「        「 

      34       33 

      35       34 

      36       34 

      37       35 

      37       35 

      38       36 

      38       36 

      39       37 

    39     38 

 

    40 

     

 

 

 

 

 を 

 

 

 

 
    39 

   

                                                

                                                

 

                                         

 に改める。                   

 

 

 

       」         」 
   附 則 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
２ この規則の施行の日から平成２２年３月３１日までの間において、新たに給料表の適

用を受けることとなった職員及び昇給又は復職時等における号給の調整以外の事由によ
りその受ける号給に異動のあった職員（個別に人事委員会の承認を得て号給を決定する
こととされている職員を除く。）の当該適用又は異動の日における号給については、な
お従前の例によることができる。 
 

 
 給料の切替えに伴う経過措置に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
    平成２１年１２月１１日 
                                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
熊本県人事委員会規則第２５号 
   給料の切替えに伴う経過措置に関する規則の一部を改正する規則 
 給料の切替えに伴う経過措置に関する規則（平成１８年熊本県人事委員会規則第５号）
の一部を次のように改正する。 
 第３条に次の１号を加える。 

(7) 切替日以降に熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例附
則第７項から第９項まで、熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条
例附則第６項から第８項まで又は熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例の一部
を改正する条例附則第６項から第８項までの規定による給料を支給される職員でなく
なった職員 

 第４条第１項中「（熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例
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（平成２１年熊本県条例第６０号。以下「平成２１年改正条例」という。）の施行の日に
おいて適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改正条例によ 
る改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項、
熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第６項若しくは熊本県市
町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第６項に規定する表の給料
表欄、職務の級欄及び号給欄に掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本
県一般職の任期付研究員の採用等に関する条例第５条第２項に規定する給料表の適用を受
ける職員又は同条第１項若しくは熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条
第１項に規定する給料表の適用を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員で
ある者にあっては、当該額に１００分の９９．７を乗じて得た額とし、その額に１円未満
の端数を生じたときはこれを切り捨てた額とする。）」を削り、「達しないこととなるも
の」の次に「（前条第７号に掲げる職員（第１号に掲げる場合に該当することとなった職
員を除く。）及び第１号に掲げる場合に該当することとなった職員であって切替日の前日
に給料表の適用を異にする異動又は初任給基準異動があったものとした場合（切替日以降
にこれらの異動が２回以上あった場合にあっては、切替日の前日にそれらの異動が順次あ
ったものとした場合。同号において同じ。）に同条第７号に掲げる職員に該当することと
なるものを除く。）」を加え、同項第１号中「（切替日以降にこれらの異動が２回以上あ
った場合にあっては、切替日の前日にそれらの異動が順次あったものとした場合）を削り、
「相当する額」の次に「（熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する
条例（平成２１年熊本県条例第６０号。以下「平成２１年改正条例」という。）の施行の
日（以下この項及び次条第１項において「基準日」という。）において減額改定対象職員
（適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改正条例による改
正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項、熊
本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第６項若しくは熊本県市町
村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例附則第６項に規定する表の給料表
欄、職務の級欄及び号給欄に掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県
一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第２号）第５条第２
項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若しくは熊本県一般職の任期付職
員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表
の適用を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員。以下この項及び次条第１
項において同じ。）である者（基準日の翌日以降に給料表の適用を異にする異動又は初任
給基準異動をした職員を除く。）及び基準日の翌日以降に給料表の適用を異にする異動又
は初任給基準異動をした職員であって切替日の前日に当該異動があったものとした場合に
基準日において減額改定対象職員である者となることとなるものにあっては、当該給料月
額に相当する額に１００分の９９．７を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があると
きは、その端数を切り捨てた額））」を加え、同項第２号及び第３号中「相当する額」の
次に「（基準日において減額改定対象職員である者にあっては、当該給料月額に相当する
額に１００分の９９．７を乗じて得た額（その額に１円未満の端数があるときは、その端
数を切り捨てた額））」を加え、同項第４号ア中「相当する額」の次に「（基準日におい
て減額改定対象職員である者にあっては、当該給料月額に相当する額に１００分の９９．
７を乗じて得た額）」を加え、同号イ中「給料月額」の次に「に相当する額（基準日にお
いて減額改定対象職員である者にあっては当該給料月額に相当する額に１００分の９９．
７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額
とする。）」を加え、同項第５号中「応じた額」の次に「に１００分の９９．７を乗じて
得た額」を加え、「当該額」を「当該応じた額に１００分の９９．７を乗じて得た額」に、
「（その」を「とし、その」に、「額））」を「額とする。）」に改める。 
 第４条第２項中「（平成２１年改正条例の施行の日において適用される給料表並びにそ
の職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改正条例による改正後の熊本県一般職の職員等
の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条例附則第６項若しくは熊本県市町村立学校職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例附則第６項に規定する表の給料表欄、職務の級欄及び号給欄に
掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県一般職の任期付研究員の採用
等に関する条例第５条第２項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若しく
は熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条第１項に規定する給料表の適用
を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員である者にあっては、当該額に１
００分の９９．７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切
り捨てた額とする。）」を削る。 
 第５条第１項中「額。平成２１年改正条例の施行の日において適用される給料表並びに
その職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改正条例による改正後の熊本県一般職の職員
等の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関
する条例の一部を改正する条例附則第６項若しくは熊本県市町村立学校職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条例附則第６項に規定する表の給料表欄、職務の級欄及び号給欄
に掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県一般職の任期付研究員の採
用等に関する条例第５条第２項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若し
くは熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条第１項に規定する給料表の適
用を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員である者にあっては、これらの
額に１００分の９９．７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこ
れを切り捨てた額とする。）」を「額とし、当該職員以外の職員のうち、基準日において
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減額改定対象職員である者及び基準日の翌日以降に人事交流等職員となった職員のうち切
替日の前日に人事交流等職員となったものとした場合に基準日において減額改定対象職員
である者となることとなるものにあっては当該給料月額に相当する額に１００分の９９．
７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた額
とする。）」に改め、「なるもの」の次に「（第３条第７号に掲げる職員及び切替日の前
日に人事交流等職員となったものとした場合に同号に該当することとなる職員を除く。）」
を加える。 
 第５条第２項中「（平成２１年改正条例の施行の日において適用される給料表並びにそ
の職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改正条例による改正後の熊本県一般職の職員等
の給与に関する条例等の一部を改正する条例附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条例附則第６項若しくは熊本県市町村立学校職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例附則第６項に規定する表の給料表欄、職務の級欄及び号給欄に
掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県一般職の任期付研究員の採用
等に関する条例第５条第２項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若しく
は熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条第１項に規定する給料表の適用
を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員である者にあっては、当該額に１
００分の９９．７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを切
り捨てた額とする。）」を削る。 
   附 則 
 この規則は、公布の日から施行する。 

 
 
  熊本県職員等の給料月額の調整額に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正す
る規則をここに公布する。 
    平成２１年１２月１１日 
                                  熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之 
熊本県人事委員会規則第２６号 
      熊本県職員等の給料月額の調整額に関する規則の一部を改正する規則の一部を改正 
   する規則 
  熊本県職員等の給料月額の調整額に関する規則の一部を改正する規則（平成１８年熊本
県人事委員会規則第６号）の一部を次のように改正する。 
 附則第３項中「（熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平 
成２１年熊本県条例第６０号。以下この項において「平成２１年改正条例」という。）の
施行の日において適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ平成２１年改
正条例による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例
（平成１８年熊本県条例第８号。以下この項において「平成１８年一般職員給与改正条例」
という。）附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平
成１８年熊本県条例第４２号。以下この項において「平成１８年県立学校給与改正条例」
という。）附則第６項若しくは熊本県市町村立学校職員の給与に関する条例の一部を改正
する条例（平成１８年熊本県条例第４３号。以下この項において「平成１８年市町村立学
校給与改正条例」という。）附則第６項に規定する表の給料表欄、職務の級欄及び号給欄
に掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県一般職の任期付研究員の採
用等に関する条例第５条第２項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若し
くは熊本県一般職の任期付職員の採用等に関する条例第７条第１項に規定する給料表の適
用を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員である者にあっては、当該額に
１００分の９９．７を乗じて得た額とし、その額に１円未満の端数を生じたときはこれを
切り捨てた額とする。）」を削り、同項第１号中「調整基本額」の次に「（熊本県一般職
の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成２１年熊本県条例第６０号。
以下「平成２１年改正条例」という。）の施行の日（以下この項において「基準日」とい
う。）において減額改定対象職員（適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれ
ぞれ平成２１年改正条例による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一
部を改正する条例（平成１８年熊本県条例第８号。以下この項において「平成１８年一般
職員給与改正条例」という。）附則第７項、熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部
を改正する条例（平成１８年熊本県条例第４２号。以下この項において「平成１８年県立
学校給与改正条例」という。）附則第６項若しくは熊本県市町村立学校職員の給与に関す
る条例の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例第４３号。以下この項において「平
成１８年市町村立学校給与改正条例」という。）附則第６項に規定する表の給料表欄、職
務の級欄及び号給欄に掲げるものである職員、医療職給料表（１）若しくは熊本県一般職
の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第２号）第５条第２項に規
定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若しくは熊本県一般職の任期付職員の採
用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第１号）第７条第１項に規定する給料表の適用
を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員（以下この項において同じ。）で
ある者にあっては、当該調整基本額に１００分の９９．７を乗じて得た額）」を加え、同
項第２号中「調整基本額」の次に「（基準日において減額改定対象職員である者にあって
は、当該調整基本額に１００分の９９．７を乗じて得た額）」を加え、同項第３号中「場
合）」を「場合。以下この号において同じ。）」に改め、「調整基本額」の次に「（基準
日において減額改定対象職員である者（施行日の前日に次に掲げる場合に該当することと 
なったとした場合に基準日において減額改定対象職員である者となることとなる者を含む。）
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にあっては、当該調整基本額に１００分の９９．７を乗じて得た額）」を加え、同項第４
号中「に同日にその者に適用されることとなる調整基本額」を「の額」に改める。 
   附 則 
 この規則は、公布の日から施行する。 

 
 
  熊本県職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 
    平成２１年１２月１１日 
                                   熊本県人事委員会委員長 清 塘 英 之    
熊本県人事委員会規則第２７号 
   熊本県職員の特地勤務手当等に関する規則の一部を改正する規則 
 熊本県職員の特地勤務手当等に関する規則（昭和４６年熊本県人事委員会規則第７号）
の一部を次のように改正する。 
  第２条第３項第４号中「間にある職員」を「間にある職員（その日に減額改定対象職員
（適用される給料表並びにその職務の級及び号給がそれぞれ熊本県一般職の職員等の給与
に関する条例等の一部を改正する条例（平成２１年熊本県条例第６０号。以下この号にお
いて「平成２１年改正条例」という。）第１６条の規定による改正後の熊本県一般職の職
員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例第８号）附則第
７項若しくは平成２１年改正条例第１７条の規定による改正後の熊本県立学校職員の給与
に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例第４２号）附則第６項に規定
する表の給料表欄、職務の級欄及び号給欄に掲げるものである職員、医療職給料表（１）
若しくは熊本県一般職の任期付研究員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第２
号）第５条第２項に規定する給料表の適用を受ける職員又は同条第１項若しくは熊本県一
般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成１５年熊本県条例第１号）第７条第１項に
規定する給料表の適用を受ける職員でその号給が１号給であるもの以外の職員をいう。第
４条第３項第２号において同じ。）であった者に限る。）」に、「同項中「に受けていた」」
を「前項中「受けていた給料及び」」に、「に係る給料及び扶養手当」を「係る給料」に、
「この号及び第４条第３項第４号」を「この項」に、「同条例」を「平成２１年改正条例」
に、「一般職員給与条例及び平成２１年改正条例第３条の規定による改正後の県立学校給
与条例の規定によるものとした場合の」を「一般職員給与条例の規定、平成２１年改正条
例第３条の規定による改正後の県立学校給与条例の規定、平成２１年改正条例第１６条の
規定による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（ 
平成１８年熊本県条例第８号）附則第７項から第９項までの規定及び平成２１年改正条例 
第１７条の規定による改正後の熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条
例（平成１８年熊本県条例第４２号）附則第６項から第８項までの規定によるものとした
場合の給料の月額並びに当該定める日に受けていた」に改め、同条第４項第１号中「とあ
るのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、前項第４号の規定により読み替えて
適用する第２項中「並びに当該定める日」とあるのは「を当該定める日における勤務時間
条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務
時間で除して得た数で除して得た額並びに同日」とする」に改め、同項第２号中「前項各
号」を「前項第１号から第３号まで」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とす
る」を「と、前項第４号の規定により読み替えて適用する第２項中「並びに」とあるのは
「に勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に
規定する勤務時間で除して得た数を乗じて得た額並びに」とする」に改め、同項第３号中
「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、前項第４号の規定により読み
替えて適用する第２項中「並びに当該定める日」とあるのは「を当該定める日における勤
務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定す
る勤務時間で除して得た数で除して得た額に当該数を乗じて得た額並びに同日」とする」
に改める。 
 第４条第３項中第１号及び第２号を削り、第３号を第１号とし、同項第４号中「間にあ
る職員」を「間にある職員（その日に減額改定対象職員であった者に限る。）」に、「受
けていた」を「受けていた給料及び」に、「及び扶養手当について平成２１年改正条例の
施行の日における同条例」を「について熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一
部を改正する条例（平成２１年熊本県条例第６０号。以下この項において「平成２１年改
正条例」という。）の施行の日における平成２１年改正条例」に、「一般職員給与条例及 
び平成２１年改正条例第３条の規定による改正後の県立学校給与条例の規定によるものと
した場合の」を「一般職員給与条例の規定、平成２１年改正条例第３条の規定による改正
後の県立学校給与条例の規定、平成２１年改正条例第１６条の規定による改正後の熊本県
一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例第８
号）附則第７項から第９項までの規定及び平成２１年改正条例第１７条の規定による改正
後の熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年熊本県条例
第４２号）附則第６項から第８項までの規定によるものとした場合の給料の月額並びに一
般職員給与条例第１１条の３第１項及び県立学校給与条例第１４条の３第１項に規定する
異動又は公署の移転の日に受けていた」に改め、同号を同項第２号とし、同条第４項第１
号中「とする」を「と、前項第２号の規定により読み替えて適用する第２項中「並びに一
般職員給与条例第１１条の３第１項及び県立学校給与条例第１４条の３第１項に規定する
異動又は公署の移転の日」とあるのは「を一般職員給与条例第１１条の３第１項及び県立
学校給与条例第１４条の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日における勤務時間条
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例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時
間で除して得た数で除して得た額並びに同日」とする」に改め、同項第２号中「前項各号」
を「前項第１号」に、「とあるのは、」を「とあるのは」に、「とする」を「と、前項第
２号の規定により読み替えて適用する第２項中「並びに」とあるのは「に勤務時間条例第
２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に規定する勤務時間で
除して得た数を乗じて得た額並びに」とする」に改め、同項第３号中「とあるのは、」を
「とあるのは」に、「とする」を「と、前項第２号の規定により読み替えて適用する第２
項中「並びに一般職員給与条例第１１条の３第１項及び県立学校給与条例第１４条の３第
１項に規定する異動又は公署の移転の日」とあるのは「を一般職員給与条例第１１条の３
第１項及び県立学校給与条例第１４条の３第１項に規定する異動又は公署の移転の日にお
ける勤務時間条例第２条第２項の規定により定められたその者の勤務時間を同条第１項に
規定する勤務時間で除して得た数で除して得た額に当該数を乗じて得た額並びに同日」と
する」に改める。 
   附 則  
 この規則は、公布の日から施行し、改正後の熊本県職員の特地勤務手当等に関する規則
の規定は、平成２１年１２月１日から適用する。 
 


